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１ 教職員財産形成貯蓄の制度について

教職員財産形成貯蓄（以下「教職員財形」）は、勤労者財産形成促進法（以下「財形法」）に基づ

いて設けられたもので、群馬県教職員財産形成貯蓄事務取扱要綱により、群馬県教育委員会の県費

負担教職員を対象に実施されているもので、勤労者が自らの努力によって行う計画的な財産形成の

促進を、国と事業主（群馬県教育委員会）が援助しようとするものです。

教職員財形には、一般財形貯蓄（以下「一般財形」）、財形年金貯蓄（以下「財形年金」）、財形住

宅貯蓄（以下「財形住宅」）の３種類があります。

具体的には、教職員個々人が次頁３ページ「１１ 取扱金融機関」（生命保険会社、損害保険会社

を含みます。以下同様）の中から預入する金融機関を選択し、希望する財形貯蓄の種別、積立金額

を申し込み、契約することにより、県教育委員会が毎月の給料及び６月、１２月の期末勤勉手当（以

下「ボーナス」）支給の際に天引き（源泉控除）して金融機関に振り込む制度です。

１ 目的・要件
（１）一般財形

目的を定めず、毎月の給料やボーナスから天引き貯蓄されるので、無理なく便利に貯蓄で

きます。

①契約年齢 ５５歳以上でも契約（新規申込み）可

②積立期間 ３年以上

③払出し １年間は不可

（２）財形年金

老後の生活資金づくりを目的とします。

①契約年齢 契約（新規）申込み時、満５５歳未満

②積立期間 ５年以上

③積立中断 ２年以上の積立中断不可

④据置期間 積立終了から年金受取開始まで５年以内

⑤年金受取 満６０歳以降５年以上２０年以内（生命保険の場合は終身受取も可）

⑥払出し 年金受取以外の払出しは不可

（３）財形住宅

住宅取得のための資金づくりを目的とします。（住宅取得とは新築・中古住宅購入・増改築

が該当し、セカンドハウス、賃貸用住宅、土地取得は非該当です。）

①契約年齢 契約（新規）申込み時、満５５歳未満

②積立期間 ５年以上（住宅取得のための５年以内の払出しは可）

③積立中断 ２年以上の積立中断不可

④払出し 住宅取得以外のための払出しは不可

２ 積立金額
１，０００円以上で１，０００円の整数倍の金額とします。

３ 積立方法
次の３通りの方法が可能です。

（１）毎月の給料から積み立てる。

（２）６月、１２月のボーナスから積み立てる。

（３）毎月の給料からと、６月、１２月のボーナスからを併用して積み立てる。

４ 契約口数
次の要件内で契約をしてください。

（１）一人最高２金融機関に各２口まで。（１金融機関には、財形年金または財形住宅のどちらか

と一般財形の２口）
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（２）２金融機関と契約する場合は、財形年金・財形住宅を同一金融機関に設定不可。

（３）１金融機関のみの場合は３口まで。（一般財形、財形年金、財形住宅）

（４）財形年金、財形住宅ともに１人１契約まで。

５ 募集期間
毎年度１回、福利課の指定する期間に取り扱うものとします。

新規募集等については、別途、毎年度通知します。

６ 貯蓄開始
毎年度１２月からとなります。

７ 積立額、非課税限度額の変更等
新規募集と同様に、福利課の指定する期間に取り扱うものとします。

８ その他の変更等
住所、氏名の変更及び解約等については随時受付していますが、毎月１か月分を取りまとめ

て各該当金融機関に送付しています。

（１）提出期限 毎月１５日 当該期限までに受理したものは、当月分処理で金融機関へ送付。

（注）１５日が土・日曜日、祝休日の場合は、直前の平日となります。

（２）様式 ・解約、中断、再開 変更１

・住所、氏名、届出印
変更２

・財形年金に関する指定、変更

９ 利子非課税制度
税法上の定めにより、一般財形の利子は２０．３１５％課税となりますが、財形年金及び財

形住宅の利子については、次のとおり非課税となる優遇措置があります。

財形年金と財形住宅を行っている場合は、双方を併せた元利合計５５０万円まで、財形年金

又は財形住宅のいずれか一方のみ行っている場合は、元利合計５５０万円まで非課税となりま

す。

ただし、生命保険会社、損害保険会社の場合は、払込累計額で、財形年金のみの場合は３８

５万円まで、財形住宅のみの場合は５５０万円まで、財形年金と財形住宅を行っている場合は

５５０万円まで非課税となります。

１０ 要件違反時の利子課税等
財形法及び税法上の定めにより、財形年金及び財形住宅はその要件（目的）に違反したとき、

利子に２０．３１５％課税されます。いったん課税扱いになると、以後非課税に戻ることはあ

りません。

ただし、生命保険会社、損害保険会社の場合、課税では取り扱われず解約となります。

事 由 利 子 の 課 税 内 容 等

目的外の払出し ・払出しの日から遡及して過去５年間に生じた利子に課税され、追徴
となります。

・口座は解約となります。

２年以上の ・最終積立日から２年を経過する日までに積立がない場合、当該
積立中断 ２年を経過する日以降に生ずる利子について課税されます。

・所定の手続を行うことで、育休(子が３歳に達するまで)の期間中は
非課税となります。

・積立中断の回数については制限がありません。

非課税限度額超過 ・非課税限度額を超過した日以降に生ずる利子について課税されます。



- 3 -

１１ 取扱金融機関
教職員財形の取扱金融機関は次のとおりです。

ただし、※印の生命保険会社及び損害保険会社については、県教育委員会事務局（地域機関、

教育機関を含みます）職員のみの取り扱いです。

区 分 金 融 機 関 名

普通銀行 （２） 群馬銀行本・支店 東和銀行本・支店

信託銀行 （３） 三菱ＵＦＪ信託銀行本店 みずほ信託銀行前橋支店

三井住友信託銀行前橋支店

信用金庫 （６） 高崎信用金庫本・支店 桐生信用金庫本・支店

アイオー信用金庫 利根郡信用金庫本・支店

北群馬信用金庫本・支店 しののめ信用金庫

信用組合 （３） あかぎ信用組合本・支店 群馬県信用組合本・支店

ぐんまみらい信用組合本・支店

労働金庫 （１） 中央労働金庫前橋支店

※生命保険会社（４） 第一生命保険前橋支社 朝日生命保険前橋支社

明治安田生命保険群馬支社 住友生命保険群馬支社

※損害保険会社（１） 三井住友海上火災保険群馬支店

１２ 個人情報の取り扱い等
新規申込み時には、各人が、各取扱金融機関の商品内容及び個人情報の利用目的等について

確認した上で申込みを行います。

また、財形貯蓄に係る事務処理に必要な個人情報等は、教職員財形制度の適切かつ円滑な維

持・運営・管理を目的として、事業主（県教育委員会）、契約金融機関及び要綱に定める幹事銀

行（群馬銀行）の間で共有されることに、本人の同意が必要となります。

なお、既契約者については、商品内容及び個人情報の利用目的について了解があったものと

し、個人情報が教職員財形制度の管理等を目的として、事業主、契約金融機関及び幹事銀

行の間で共有されることについて同意があったものとして取り扱います。

１３ ペイオフ
ペイオフは、金融機関が破綻した場合、１金融機関について１預金者の元本１，０００万円

及びその利子が最低保障される制度であり、財形貯蓄はその対象となっている金融商品です。

なお、生命保険会社・損害保険会社（財形保険）は別の保護制度に加入しています。

１４ マイナンバー（個人番号）
（１）概要

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「マイナ

ンバー法」）」の施行に伴い、平成２８年１月１日から「財産形成非課税年金・住宅貯蓄申告書」

等に個人番号の記載が必要となっています。

（２）個人番号の記載が必要な手続き

非課税扱いの財形年金及び財形住宅に係る①新規申込み（「新規」の様式）、②氏名、住所変

更（「変更２」の様式）、③勤務先・賃金の支払者の変更（転入・再任用時の変更、「変更１」

の様式）、④海外転勤者の出国・帰国時届出書（金融機関の独自様式）、⑤育児休業等をする者

の貯蓄継続適用申告書/期間変更申告書（金融機関の独自様式）等です。
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（３）個人番号が記載された各種財形申込書等の取扱方法

項目 取り扱い

取りまとめ 所属の財形事務担当者（個人番号取扱担当者）は、職員から手交によ

り提出を受け（※１）、本人控を職員に返却し、所属控を除き残部を取

りまとめて、別添「財産形成貯蓄各種変更届等 送付状」（以下「送付

状」）を添えて、福利課へ提出する。

保管 福利課に提出するまでの間、所属において一時的に保管する場合は、

金庫や施錠できるロッカー等に保管する。

提出 各種財形申込書等のみで封筒にまとめ、のり付け等により封をした上

で郵送等により提出する（※２）（他の手続書類と同封しない。）。

封筒には、「財形関係書類在中」等と明記する。

※１ 必ず、職員本人から手交により書類の提出を受けてください（なお、休職中等の理由によ

り手交が困難な場合には、上記「提出」に準じて職員から書類の提出を受け、担当者以外が

開封することのないよう配慮してください。）。

このことにより、マイナンバー法に規定されている本人確認のうち、手続きを行っている

者が個人番号の正しい持ち主であることの確認（身元確認）を行うことになります。

（記載された個人番号が正しい個人番号であることを確認する番号確認についてもお願い

します。）

※２ 発送方法については、簡易書留郵便による郵送、職員による福利課持ち込みのいずれかと

します（BOX経由での発送は行わないでください。）。
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２ 教職員財形事務の流れ

本 人 所 属（学校等） 事務局（福利課） 取扱金融機関

用紙 新規（ピンク色が事業主用）
年金・住宅

本人控 送付状
所属控

事業主用
金融機関用 （作成） 受 書類 （送付） 受 書類 （送付） 受 書類 登録・

新∩ 金融機関用 付 確認 付 確認 付 確認 管理
要

規綱
第 （５枚複写）

申７
条 年金・住宅は 本人控保管 所属控保管 事業主用保管

込関 個人番号記載
係

み∪
※確認事項

※提出期間等 ①記載漏れ
①毎年各所属で定めた期限までに所属 ②押印漏れ
へ提出 ③非課税限度額の確認

(年 1 回) ② 12月から天引き ④個人番号確認（年金・住宅の申込に
記載されているか、記載は正しい
か。）

用紙 変更１（きみどり色が事業主用）

本人控
所属控

預 事業主用
入 金融機関用 （作成） 受 書類 （送付） 受 書類 （送付） 受 書類 登録・
額∩ 金融機関用 付 確認 付 確認 付 確認 管理
・要
非綱
課第 （５枚複写）
税９
限条 本人控保管 所属控保管 事業主用保管
度関
額係
の∪
変
更 ※提出期間等 ※確認事項

①毎年各所属で定めた期限までに所属 ①記載漏れ
(年 1 回) へ提出 ②押印漏れ

② 12 月から変更後の額で天引き ③非課税限度額の確認
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本 人 所 属（学校等） 事務局（福利課） 取扱金融機関

用紙 変更１（きみどり色が事業主用）

本人控
所属控

事業主用
金融機関用 （作成） 受 書類 （送付） 受 書類 （送付） 受 書類 登録・

積∩ 金融機関用 付 確認 付 確認 毎月 18 日頃 付 確認 管理
立要
て綱 (翌月の給与天引きデータに反映)
の第 （５枚複写）
中９
断条 本人控保管 所属控保管 事業主用保管
・関
再係
開∪

※事由が生じた場合速やかに提出 ※確認事項 注：毎月 15日〆切。
ただし、育児休業、介護休暇、私傷 ①記載漏れ 以降受付分は､翌月送付となります。

(随時) 病等による給与支給に関連する中断・ ②押印漏れ
再開は福利課から取扱金融機関へ通知
しますので変更届の提出は不要です｡

用紙 変更２（白色が事業主用）
年金・住宅

本人控 送付状
所属控

事業主用
金融機関用 （作成） 受 書類 （送付） 受 書類 （送付） 受 書類 登録・

付 確認 付 確認 毎月 16 日頃 付 確認 管理
住∩
所要 （４枚複写）
・綱
氏第 年金・住宅は
名９ 個人番号記載 本人控保管 所属控保管 事業主用保管
等条
の関
変係
更∪ ※確認事項 注：毎月 15日〆切。

①記載漏れ 以降受付分は､翌月送付となります。
※事由が生じた場合速やかに提出 ②押印漏れ

③個人番号確認（年金・住宅の申込に
(随時) 記載されているか、記載は正しい

か。）
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本 人 所 属（学校等） 事務局（福利課） 取扱金融機関

※取扱金融機関へ本人が直接請求しま
す。

一
∧ （金融機関備付けの用紙）

部一
般 払 戻 （作成） 受 書類 一部払

払・ 請求書 付 確認 出業務
住

出宅
∨

し 受取

(随時) 必要な書類・要件等については、直接
取扱金融機関へ問い合わせてください。

①用紙変更１（きみどり色が事業主用）

本人控
所属控

事業主用
金融機関用 （作成） 受 書類 （送付） 受 書類 （送付） 受 書類 登録・

金融機関用 付 確認 付 確認 毎月 18 日頃 付 確認 管理
(翌月の給与天引きデータに反映)

（５枚複写）
∩ 変更届の確認

解要 本人控保管 所属控保管 事業主用保管
綱 払出し業務
第 ※事由が生じた場合速やかに提出 ※確認事項 注：毎月 15 日〆切。
９ ただし､退職の場合､福利課から取扱 ①記載漏れ 以降受付分は､翌月送付となります。
条 金融機関へ通知しますので変更届の提 ②押印漏れ
関 出は不要です｡

約係
∪ ② （金融機関備付けの用紙）

払 戻 （作成） 受
請求書 付

受取

※注意事項
解約する場合は､予め上記①の手続きを

(随時) 行い、解約届が金融機関に到達し、かつ
最終預入日の翌日以後に、本人が直接金
融機関窓口で口座の解約をしてください。
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本 人 所 属（学校等） 事務局（福利課） 取扱金融機関

用紙 変更１（きみどり色が事業主用）
年金・住宅

異 本人控 送付状
所属控

事業主用
動 金融機関用 （作成） 受 書類 （送付） 受 書類 （送付） 受 書類 登録・

金融機関用 付 確認 前の職場の実施 付 確認 毎月 18 日頃 付 確認 管理
∧ 内容が判る書類 (翌月の給与天引きデータに反映)
転 の写を添付、

（５枚複写） または事務担当

入 者が確認

∨ 年金・住宅は 本人控保管 事業主用保管
個人番号記載

注：毎月 15 日〆切。
※確認事項 以降受付分は､翌月送付となります。

※原則として、毎年度４月１５日まで ①記載漏れ
に提出。 ②押印漏れ 所属控保管
それ以後は、事由が生じた場合速や ③個人番号確認（年

(随時) かに提出。（転入後２年以内） 金・住宅の申込に記載されている
か、記載は正しいか。）
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３ 事由別注意事項

１ 新規申込み →記載例１～３参照

（１）募集時期 毎年度１回、福利課の指定する期間に取り扱うものとします。

（２）提出期限 福利課の指定する期限(毎年送付する別通知により定めます。）

（３）貯蓄開始 １２月から天引き開始となります。

（４）個人情報の取り扱い等

各人が、各取扱金融機関の商品内容及び個人情報の利用目的等について確認した上で申

込みを行います。

また、財形貯蓄に係る事務処理に必要な個人情報等は、教職員財形制度の適切かつ円滑

な維持・運営・管理を目的として、事業主（県教育委員会）、契約金融機関等及び要綱に定

める幹事銀行（群馬銀行）の間で共有されることに、本人の同意が必要となります。

２ 預入額、非課税限度額等の変更 →記載例４～５参照

（１）募集時期 新規申込みと同様。毎年度１回、福利課の指定する期間に取り扱うものとし

ます。

（２）提出期限 新規申込みと同様。福利課の指定する期限（毎年送付する別通知により定めます。）

（３）変更開始 １２月から変更されます。

３ 積立ての中断、再開 →記載例６参照

（１）自己都合により積立ての中断・再開を希望する場合

①書類の提出及びその時期 随時

②給与の天引きに反映される時期

原則として、毎月１５日までに受け付けたものは、翌月から中断または再開となります。

（２）育児休業、介護休暇、私傷病休職等による給与不支給に関連する中断・再開の場合

①書類の提出

各所属において給与データに休職コード等を入力することにより、福利課から取扱各金

融機関に中断・再開の通知を行うので、福利課への書類提出は不要です。

②給与の天引きに反映される時期

事由の生じた月から中断され、事由が終了した月の翌月から再開されます。

（３）育児休業等取得者の継続適用特例制度

財形年金及び財形住宅は、２年間中断すると、利子等に対する非課税措置を受けられな

くなりますが、育児休業取得前に申告することにより、子が３歳に達するまでの育児休業

期間について利子の非課税措置の継続が可能となります。

①対象者

非課税扱いの財形年金及び財形住宅を行っている者で、２年を超えて育児休業等を

取得する者のうち希望する者（当初の育児休業が２年以内であっても、延長の可能性

がある場合は提出することができます。）

②提出書類

契約している金融機関所定の申告書等（本人取得のこと）

③その他

・必ず育児休業の開始日までに金融機関に提出する必要があります。開始後の提出は

認められません。福利課を経由して金融機関に提出することとなるため、十分な期間

をもって提出してください。

・育児休業等の終了後、最初の給与支給月に財形の控除が行われる必要があります。

そのため、支給額不足等により控除ができない場合、支給日前に金融機関に申告を行

う必要があります。

・育児休業期間の延長等があった場合でも、育児休業途中の新規申告は認められませ

ん。延長の可能性がある場合は、育休開始前に申告書を提出する必要があります。
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・育児休業期間の延長、短縮、及び育児休業中に再度妊娠することにより育児休業か

ら産前・産後休暇等に移行する予定となった場合等、育児休業の期間が変更される場

合は、すみやかに金融機関に相談の上、福利課に変更届を提出してください。

４ 解約 →記載例６参照

（１）自己都合により解約を希望する場合

①書類の提出及びその時期 随時

②解約日

原則として、毎月１５日までに受け付けたものは翌月から給与天引きが止まり、当該解

約日は最終預入日の翌日となります。

※ 口座解約の手続きは、必ず、解約届が福利課を経由して金融機関へ到達した後かつ解約

日以後に、本人が直接金融機関窓口で行うこととしてください。

（２）退職（死亡を含みます）の場合

福利課から退職事由を取扱各金融機関に通知するため、福利課への書類提出は不要です。

（３）その他

当該解約に係る所属保管の新規控え等は、本人又は遺族に交付してください。

解約した財形貯蓄に係る積立額及び利息の受払方法については、本人又は遺族が取扱金融

機関と協議し決定してください。

・解約＜積立金の払出し＞

変更１提出後又は退職後、本人又は遺族が取扱金融機関で直接口座の解約を行って

ください。取扱金融機関への必要提出書類は原則として次のとおりです。

ただし、詳細については、直接金融機関に問い合わせの上手続きを行ってください。

ア 一般財形、財形年金、財形住宅共通

証書、届出印、本人又は遺族確認書類（共済組合員証、運転免許証等）

イ 住宅取得等の後に、財形住宅を住宅目的で解約する場合

ｲ 登記簿謄（抄）本の写し

ﾛ 住民票の写し

ﾊ 工事請負契約書の写し（新築の場合）

売買契約書の写し（購入の場合）

確認済証、検査済証、増改築等工事証明書又は増改築等工事完了届のいずれ

か１つの写し（増改築等工事の場合）

＊ 取得前の払出日から２年以内、又は取得等の日から１年以内のいずれか早い日ま

でに手続きを行ってください。

５ 住所、氏名、届出印等の変更 →記載例９参照

（１）住所・氏名の変更

※住所、氏名が変わった場合は、必ず変更手続きをしてください。手続きを怠った場合は、

将来において解約、一部払出しを行う場合等、迅速に処理ができないことがあります。

（２）届出印の変更

届出印の変更については、本人が直接取扱金融機関で手続きを行うか、「変更２」により福

利課へ提出してください。

６ 積立金の一部払出し
※本人が直接取扱金融機関で手続きしてください。（福利課への書類提出は不要です。）

（１）一般財形は理由を問わず、財形住宅は住宅の取得・増改築の場合に払出しを行うことがで

きます。
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（２）取扱金融機関への必要提出書類は、原則として次のとおりです。

ただし、詳細については、直接金融機関に問い合わせの上手続きを行ってください。

①一般財形 証書、本人であることを確認できる書類（共済組合員証、運転免許証等）及び

届出印を持参のうえ、払出請求書により取扱金融機関で払出しを受けてください。

②財形年金 年金支払い以外の払出しは行えず、全額解約となります。→「４ 解約」参照

③財形住宅 証書、本人であることを確認できる書類（共済組合員証、運転免許証等）及び

届出印のほか、下記区分に応じた書類を持参のうえ、払出請求書により取扱金融

機関で払出しを受けてください。

なお、住宅取得以外の場合は、一部払出しは行えず全額解約となります。

区 分 提 出 書 類 払出可能な金額

住宅取得等の 取得前 工事請負契約書の写し（新築の場合） 取得等費用の額

前に一部払出 売買契約書の写し（購入の場合） か残高の９０％

しを行う場合 のいずれか低い

額以下（口座解

約はできません）

取得後 ①登記簿謄（抄）本の写し 残高全額か取得

（取得前の ②住民票の写し 等費用の額か

払出日から ③確認済証・検査済証・増改築等工事 いずれか低い額

２年以内、 証明書 以下（口座解約

又は取得等 または増改築等工事完了届のいずれ もできます）

の日から１ か１つの写し（増改築等工事の場合）

年以内のい

ずれか早い ※残額を払い出さない場合も、必要書

日まで） 類は必ず提出しなければなりません。

住宅取得等の ①登記簿謄（抄）本の写し 残高全額か取得

後に一括払出し ②住民票の写し 等費用の額か

を行う場合 ③工事請負契約書の写し（新築の場合） いずれか低い額

（取得等の日 売買契約書の写し（購入の場合） 以下（口座解約

から１年以内） 確認済証・検査済証・増改築等工事証明書 もできます）

または増改築等工事完了届のいずれか１つの写し

（増改築等工事の場合）

（注）提出書類について、代替書類が認められる場合もありますから、詳細は取扱金融機関

に照会してください。

（３）非課税財形貯蓄の目的外での払出しの特例

非課税財形貯蓄（財形住宅・財形年金）を本来の目的（住宅購入等・年金）以外で払い出

す場合、本来は利子などに課税されますが、非課税で払い出すことができる特例が定められ

ています。

①本人又は生計を一にする親族が所有する家屋が災害等による被害を受けた場合

②本人又は生計を一にする親族に対して支払った医療費の年間合計額が 200 万円を超えた場
合

③本人が所得税法上の一定の寡婦又は寡夫に該当することとなった場合

④本人が所得税法上の特別障害者に該当することとなった場合

⑤本人が雇用保険の特定受給資格者または特定理由離職者に該当することとなった場合

該当する払出しを希望する場合、取扱い金融機関に照会してください。
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７ 財形年金の据置き
新規申込み時に設定した積立期間が満了した場合は、満了した翌月以降の積立てが停止され

据置期間となります。

以後の年金の取扱いについては、新規申込み時に設定した据置期間を経過した後、直接金融

機関から本人が受け取ることになります。

８ 異動
（１）給与の支払者が変わらない場合

①県教育委員会内の異動

福利課への書類提出は不要です。

ただし、財形貯蓄関係用紙の所属控（新規・変更１・変更２）を、異動先（新所属）へ

移管してください。

（２）給与の支払者が変わる場合

①知事部局、市町村、他県、国、公益公人等からの転入 →記載例７参照

前勤務先での財形貯蓄の継続を希望する場合は、転入の手続きを行ってください。

原則として、毎年度４月１５日までに提出をしてください（５月分給与から天引きが開

始されます）。それ以後は、随時、毎月１５日までに受け付けたものは、翌月から給与天引

きが開始されます。（ただし、金融機関によっては事務処理の都合上、その限りではありま

せん。）

なお、転入後２年以内に手続きを行わない場合は、継続扱いとなりません。

②県教育委員会からの転出

事務処理上は退職扱いとなりますが、転出先で財形制度を実施していれば継続すること

ができます。

ただし、転出先で異動後２年以内に手続きを行わない場合は、継続扱いとなりません。

手続きの詳細については、取扱金融機関または転出先の財形事務担当者に照会してくだ

さい。

※知事部局と県教育委員会間の異動者

異動年度の４月分給与から積立てが継続されますが、必ず変更届（転入）を異動先所属

に提出して、異動の手続きを行ってください。

９ 海外勤務 ※ただし、１年未満の海外勤務は除きます。

一般財形については、給与の全部又は一部が国内で支払われている場合は、当該給与から積

立てを継続することができます。

財形年金、財形住宅については、海外勤務中の積立てはできません。

ただし、引き続き県教育委員会職員の身分を有し、かつ給与の全部又は一部が国内で支払わ

れている場合には、次の手続きを行うことによって最長７年間は非課税の適用を受けることが

できます。

なお、出国後に発生する利息に対する税は国税分のみとなります。

また、出国先が租税条約締結国の場合、金融機関で手続きを行うことで、税率の軽減を受け

ることができる場合があります。

（１）出国前（出国当日まで）

提出書類 ・海外勤務者の財形非課税継続適用申告書（一般・年金・住宅共通）

・中断届「変更１」（年金、住宅の場合に提出）

（２）帰国時（帰国２ヶ月以内）

提出書類 ・海外勤務者の国内勤務申告書

※出国前に「海外勤務者の財形非課税継続適用申告書」を提出した財形に係るもの

・再開届「変更１（年金、住宅の積立てを再開する場合）

（注）海外勤務者の財形非課税継続適用申告書、海外勤務者の国内勤務申告書は、金融機関

所定の様式ですので、取扱金融機関窓口で受領してください。
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１０ 関係用紙の受領先・問合せ先
（１）関係用紙の受領先

市町村立、小、中、特別支援学校 ・・・・・・・・・・・ 所管教育事務所

県立学校、事務局各課（室）、教育機関、地域機関 ・・ 福利課福祉係

（２）問合せ先

事務処理関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 福利課福祉係

残高、払戻、預入口座関係・・・・・・・・・・・・・ 取扱金融機関



- 14 -

４ 群馬県教職員財産形成貯蓄事務取扱要綱

（通則）

第１条 群馬県教育委員会関係職員（以下「職員」という。）に関する勤労者財産形成貯蓄（以下「一

般財形」という。）、勤労者財産形成年金貯蓄（以下「財形年金」という。）及び勤労者財産形成

住 宅貯蓄（以下「財形住宅」という。）の事務の取扱いについては、勤労者財産形成貯蓄促進法（昭

和４６年法律第９２号）及びその他の関係法令によるもののほか、この要綱によるものとする。

また、以下この要綱において一般財形、財形年金及び財形住宅の３種類を総称して財形貯蓄とい

う。

２ 前項の職員とは、次の各号に掲げる者とする。

（１） 群馬県教育委員会（以下「教育委員会」という。）の教育長

（２） 群馬県教育委員会事務局組織規則（昭和５３年３月３１日教育委員会規則第５号）に基づ

く教育委員会事務局に勤務する職員、群馬県教育委員会事務局等庶務細則（昭和５２年４月

１日教育委員会訓令乙第１号）別表に掲げる出先機関に勤務する職員及び群馬県立学校設置

条例（昭和３９年３月３１日条例第３８号）に基づく県立学校に勤務する職員

（３） 市町村立学校給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１条及び第２条に定める職員

（事務の所管）

第２条 職員の財形貯蓄に関する事務は、福利課が所管する。

（取扱金融機関）

第３条 職員が、財形貯蓄契約を締結できる金融機関（以下「取扱金融機関」という。）は、別に定

める。

２ 取扱金融機関は、教育委員会と取りかわした「群馬県教職員財産形成貯蓄の事務に関する覚書」

に基づく事務を行うものとする。

（幹事銀行）

第４条 財形貯蓄の事務取扱いを円滑に行うため、株式会社群馬銀行を幹事銀行とする。

２ 幹事銀行は、教育委員会と取りかわした「群馬県教職員財産形成貯蓄の事務に関する覚書」に

基づく事務を行うものとする。

（契約口数の制限）

第５条 職員が締結する財形貯蓄の口数は、一人最高２金融機関でかつ２口までとする。２金融機

関とする場合は、財形年金・財形住宅については同一の金融機関に設定しないものとする。ただ

し、１金融機関の場合は３口までとする。なお、財形年金・財形住宅ともに１契約とする。

（積立金額と積立方法）

第６条 財形貯蓄の１回の積立金額は、１，０００円以上で１，０００円の整数倍とする。積立方

法は、次の各号に掲げる方法によるものとする。

（１） 毎月の給料から一定額を積立てる。

（２） ６月、１２月の期末勤勉手当から一定額を積立てる。

（３） 毎月の給料から一定額及び６月、１２月の期末勤勉手当から一定額を積立てる。

（財形貯蓄の申込）

第７条 職員の財形貯蓄の申込は、「群馬県教職員財産形成一般貯蓄・年金貯蓄・住宅貯蓄控除預入

依頼書（別記様式第１号）及び群馬県教職員財産形成一般貯蓄・年金貯蓄・住宅貯蓄申込書兼印

鑑届（別記様式第２号）（以下「申込書」という。」を毎年、福利課の指定する期間に、自ら記入

し、所属長に提出して行う。

２ 申込書の提出を受けた所属長は、即日に記載事項及び財形貯蓄非課税限度額の確認を行い、所

属長印を押印のうえ、１部を本人控として交付し、１部を所属控として保管するとともに、残部

を所属分として取りまとめて、福利課長に提出するものとする。

（給与からの控除）

第８条 財形貯蓄の申込を行った職員の積立額の給与からの控除は、毎年１２月の期末勤勉手当か

ら行うこととする。

（申込事項の変更）
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第９条 財形貯蓄の申込を行った職員が、次の各号に掲げる事項を変更するときは、「群馬県教職員

財産形成一般貯蓄・年金貯蓄・住宅貯蓄変更届（預入額等）（別記様式第３号）または「群馬県教

職員財産形成一般貯蓄・年金貯蓄・住宅貯蓄変更届（住所・氏名等）（別記様式第４号）を自ら記

入し、所属長に提出するものとする。

（１） 住所、氏名

（２） 預入額及び非課税最高限度額の変更

（３） 財形貯蓄解約の解約

（４） 積立額の給与からの控除及び預入の中断及び再開

２ 前項第２号の変更事項の届出期間は、毎年 、福利課の指定する期間とする。

３ 第１項第３号の解約の申込みは、解約前月の１５日までに行うこととし、当該解約日は、申込

翌月の給与支給日の翌日となる。

４ 第７条第２項及び第８条の規定は、第１項第２号の変更事項の事務取扱について準用する。

（解約の取扱）

第１０条 第９条の規定により解約を行った職員の貯蓄に係る解約時までの積立額及び利息の受払

方法については、職員と取扱金融機関において協議し決定するものとする。

（職員の異動に伴う財形関係書類の送付）

第１１条 所属長は、財形貯蓄を行っている職員の所属異動の場合、申込書の所属控を異動先の所

属長へ送付するものとする。

（補則）

第１２条 この要綱に定めるもののほか、財形貯蓄の実施について必要な事項は別に定める。

附 則

この要綱は、昭和５９年８月３日から施行する。

附 則

この要綱は、平成４年８月３１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成７年５月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２７年８月１日から施行する。



 
（別添） 
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平成  年  月  日  
 
 
 福利課福祉係 御中 

（所属名・担当者氏名） 印  
（連絡先ＴＥＬ     ） 

 

財産形成貯蓄各種変更届等 送付状 
 
 下記の者について、別添のとおり本人より変更届等の提出を受けたため、送付します。 
 

NO 職員番号 氏 名 届の種別    

（※１） 
身元確認年月日

（※２） 
身元確認者 

記載例 １２３４５６ 財形 太郎 ①新規申込(新規) H28.9.15 財形 花子 
１      
２      
３      
４      
５      
６      
７      
８      
９      
１０      
※１ 以下から選択し、番号を記入して下さい。 

① 新規申込時の「非課税年金（住宅）貯蓄申告書」（新規の用紙） 

② 氏名、住所変更時の「非課税年金（住宅）貯蓄異動申告書」（変更２の用紙） 

③ 転勤等により賃金の支払者・勤務先等変更時の「非課税年金（住宅）貯蓄勤務先異動申告書」（変

更１の用紙） 

※２ 

 身元確認とは、手続きを行っている者が個人番号の正しい持ち主であることを確認することをいいます

（職員本人から手交により個人番号の記載された各種変更届等を受領することにより行います。）。 


